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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成18年7～9月期実績、平成18年10～12月期見通し）�

●北海道新幹線札幌延伸に向けて（１）�

●経営のアドバイス：「会社法改正の激震」�
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最近の道内景気は、横ばい圏内で推移しているものの、一部で持ち直しの動きがみられ

る。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

個人消費は、気温が高めだったことから夏物商品が堅調に推移するなど持ち直している。設

備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向いている。住宅投資は、月毎にばらつき

はあるが、総じて堅調に推移している。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、概ね横ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加したが、総じて落

ち着いた状況にある。
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①個人消費

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．７％）は、百貨店・スーパーとも

に前年を下回った。百貨店（前年比▲０．９％）

は、身の回り品は好調であったが秋物の衣料

品などが低迷し、前年を下回った。スーパー

（同▲０．６％）は飲食料品は前年を上回った

が、衣料品や身の回り品が減少し、前年を下

回った。

コンビニエンスストア（同▲１．０％）は、

前年を下回った。

②住宅投資

８月の新設住宅着工戸数は、４，４８３戸（前

年比▲１４．２％）となった。持家（同＋１．４％）

は前年を上回ったものの、分譲（同▲３８．１％）

および貸家（同▲１４．７％）は下回った。

４～８月の着工戸数累計では、２４，３４５戸

（前年同期比＋０．２％）となり、前年をわずか

に上回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

８月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業や化学工業などが

減少したものの、電気機械工業や輸送機械工

業などが増加した。

前月比では▲１．８％と２ヶ月振りに低下

し、前年比では＋２．４％と６ヶ月連続で上昇

した。

④公共投資

８月の公共工事請負金額は、１，１４７億円

（前年比▲２．４％）と４ヶ月連続で減少した。

４～８月からの累計では請負金額６，０９２億

円（前年同期比▲１１．４％）と減少基調が続い

ている。

⑤雇用情勢

８月の有効求人倍率（全数）は０．６３倍とな

り、前月を０．０１ポイント上回った。

新規求人数は、医療・福祉が増加したもの

の卸売・小売業などが減少し、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

８月の来道客数は、１，５１９千人（前年比＋

４．７％）と旭川や知床への入り込み増加など

から５ヶ月連続で前年を上回った。

４～８月の累計来道客数は、５，８８３千人

（前年同期比＋３．４％）と前年を上回ってい

る。

⑦貿易動向

８月の道内貿易額は、輸出が前年比１６．３％

増の２８１億円、輸入が同２１．３％増の１，１３０億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や一般機械などが

増加し、６ヶ月連続で前年を上回った。

また、輸入は原油及び粗油やウッドチップ

などが増加し、１４ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向

９月の企業倒産は、件数は３８件（前年比＋

５．６％）と前年を上回り、負債総額も１３９億円

（同＋２６．９％）と増加した。

業種別では、建設業１３件（３４．２％）が最も

多く、続いてサービス・他（８件）、小売業

（６件）、卸売業（５件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１８年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△４）は６ポ

イント、利益DI（△１６）は２ポイント

それぞれ上昇し、業況は幾分持ち直した。

２．平成１８年１０～１２月期見通し

売上DI（＋１）は５ポイント、利益

DI（△９）は７ポイントそれぞれ上昇

し、業況は持ち直しが続く見込みである。

３．当面する経営上の問題点

「原材料価格上昇」（５２％）を挙げる企

業が原油価格の高止まりなどから前期比

４ポイント上昇し、最多となった。続く

「過当競争」（５０％）は建設業など非製造

業で高率となったほか、「売上不振」

（４４％）も上位項目に挙げられた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２２回定例調査
（１８年７～９月期実績、１８年１０～１２月期見通し）

判断時点
平成１８年９月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５０３ １００．０％
札幌市 １８５ ３６．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １１９ ２３．６
道 南 ３９ ７．８ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８１ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ７９ １５．７ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５０３ ６２．９％
製 造 業 ２２０ １４２ ６４．５
食 料 品 ７５ ４４ ５８．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２４ ６８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３５ ７０．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３９ ６５．０

非 製 造 業 ５８０ ３６１ ６２．２
建 設 業 １８０ １２５ ６９．４
卸 売 業 １００ ６２ ６２．０
小 売 業 １２０ ６７ ５５．８
運 輸 業 ７０ ３９ ５５．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ８０ ４６ ５７．５

定例調査

業況は幾分持ち直す
第２２回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
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1 平成１８年７～９月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△４）は６ポイン
ト、利益DI（△１６）は２ポイントそれぞれ
上昇し業況は幾分持ち直した。
売上では、前年同期に比べ「増加した」企
業（２８％、回答社数百分比、以下同じ）から
「減少した」企業（３２％）を差し引いたDI
（△４）は、前期を６ポイント上回った。製
造業（△２）は前期同水準にとどまったもの
の、非製造業（△５）は８ポイント上昇し

た。業種別にみると製造業では、木材・木製
品製造業がプラス水準に転じたが、食料品製
造業、鉄鋼・金属製品・機械製造業は低下し
た。非製造業は、ホテル・旅館業が大幅に上
昇するなど５業種で持ち直した。
利益では、「増加した」企業（２０％）から

「減少した」企業（３６％）を差し引いたDI
（△１６）は、前期を２ポイント上回った。製
造業（△１１）は４ポイント低下した反面、非
製造業（△１８）は４ポイント上昇した。業種
別にみると、製造業では木材・木製品製造業

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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２

３

４

５

が大幅に持ち直したが、他の３業種は後退し
た。非製造業は、小売業などで低下したもの
の、卸売業、運輸業などで上昇した。

平成１８年１０～１２月期見通し（売上・利益）

売上DI（＋１）は５ポイント、利益DI（△９）
は７ポイントそれぞれ上昇し、業況は持ち直
しが続く見通しである。
売上では、「増加見込み」企業（２３％）か

ら「減少見込み」企業（２２％）を差し引いた
DI（＋１）は７～９月期実績より５ポイン
ト上昇し、見通し段階ではあるが、現行方式
で調査を開始した平成１３年４～６月期以来、
初のプラス水準が見込まれる。製造業（＋１４）
は１６ポイント、非製造業（△４）は１ポイン
ト、それぞれ上昇する見通しである。業種別
にみると、製造業は４業種全てで持ち直しが
見込まれる。一方、非製造業は、建設業やホ
テル・旅館業で低下が見込まれるものの、卸
売業、小売業などで持ち直す見通しである。
利益では、「増加見込み」企業（１９％）か

ら「減少見込み」企業（２８％）を差し引いた
DI（△９）は７ポイント上昇が見込まれ
る。製造業（＋１２）は２３ポイント、非製造業
（△１７）も１ポイントそれぞれ上昇する見通
しである。業種別にみると、製造業では売上
の推移を反映し、４業種全てで上昇する見込
みである。非製造業は、卸売業などでは低下
が見込まれるものの、小売業、運輸業などで
上昇する見通しである。

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは、（「好転企業」－「悪
化企業」）の７～９月期実績（△３）は、前
期より２ポイント上昇した。１０～１２月期見通
し（△３）に変化はない。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企
業」－「困難企業」）の７～９月期実績（＋７）
は、前期同水準である。１０～１２月期見通し
（＋５）は、２ポイント低下が見込まれる。
在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の７～９月期実績（＋６）は前期より４ポイ
ント低下した。１０～１２月期見通し（＋２）
は、さらに４ポイント低下が見込まれる。

設備投資

７～９月期に設備投資を「実施した」企業
（３３％）は、前期比１ポイント減少したが、
前年同時期比では、３ポイント上回った。１０
～１２月期見通しの「実施予定」企業
（２４％）は９ポイント減少が見込まれるが、
前年同時期調査での「実施予定」企業を３ポ
イント上回った。

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし
て、「原材料価格上昇」（５２％）を挙げる企業
は原油価格の高止まりなどから前期比４ポイ
ント上昇し、最多となった。製造業（７１％）
では４業種全てで問題点の第１位になるな
ど、収益面に与える影響は大きい。非製造業
（４４％）でも、燃料費の上昇から運輸業で高
いウエイトを占めるなど、４割台半ばとなっ
た。続く「過当競争」（５０％）は、特に非製造
業（５８％）で高率となり、６業種中４業種で
トップに挙げられた。対照的に製造業
（２７％）では３割弱にとどまり、企業間の競
争は比較的緩やかである。「売上不振」
（４４％）は、建設業で６割強となるなど非製
造業（４９％）で半数近くを占めた。また製造
業（３１％）でも、食料品製造業で４割強とな
るなど３割を超えた。
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＜図5＞短期借入金の難易感�
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＜図7＞設備投資�
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５２
（４８）

①
７１
（７１）

①
６４
（７１）

①
７９
（７０）

①
８３
（７７）

①
６４
（６４）

③
４４
（３９）

③
４７
（３６）

②
４７
（４５）

③
３６
（３７）

①
６４
（６１）

③
４１
（４５）

２６
（２３）

�過当競争
②
５０
（５２）

２７
（２７）

１４
（２２）

③
２９
（２０）

③
２９
（３１）

②
３９
（３３）

①
５８
（６１）

①
７３
（７１）

①
４８
（５２）

①
６０
（７５）

②
５１
（５８）

②
５０
（４１）

①
４１
（４３）

�売上不振
③
４４
（５０）

③
３１
（３８）

③
４１
（３９）

③
２９
（３５）

③
２９
（３７）

２３
（３９）

②
４９
（５４）

②
６２
（６０）

③
４５
（５６）

②
４２
（５２）

４６
（６９）

③
４１
（５９）

３３
（２５）

�諸経費の増加 ３４
（３４）

②
３８
（４１）

②
４３
（５４）

②
４２
（４０）

②
３７
（４０）

３１
（２７）

３３
（３１）

２５
（２６）

２６
（２６）

３４
（３２）

③
４９
（４７）

①
５９
（５０）

③
３５
（３０）

�販売価格低下 ２９
（３５）

２５
（２８）

２３
（１７）

１７
（４０）

２０
（３４）

②
３９
（２７）

３０
（３８）

３６
（４６）

３２
（３１）

２４
（３７）

１５
（１９）

２３
（５０）

②
３７
（３９）

�価格引き下げ要請 １９
（２０）

２０
（２０）

９
（１２）

１７
（３０）

③
２９
（２９）

２８
（１５）

１８
（２０）

１４
（１９）

２９
（３９）

１２
（１０）

１５
（１７）

１８
（１４）

２２
（２０）

�人件費増加 １２
（１４）

８
（１１）

７
（１２）

４
（－）

１４
（１１）

５
（１５）

１３
（１４）

１０
（１１）

１１
（１１）

１８
（２１）

５
（１４）

９
（１４）

２６
（２０）

�人手不足 １１
（８）

９
（９）

１６
（１５）

－
（５）

１１
（６）

５
（６）

１２
（８）

１４
（８）

３
（２）

６
（６）

１５
（１４）

２３
（９）

１７
（１１）

	資金調達 ８
（８）

７
（６）

１１
（５）

１７
（１５）

３
（９）

－
（－）

８
（９）

１０
（１１）

７
（６）

５
（５）

５
（１１）

１８
（１４）

９
（１１）


設備不足 ７
（８）

９
（９）

１６
（１５）

４
（－）

６
（６）

５
（１２）

７
（８）

１
（２）

７
（５）

５
（８）

５
（１１）

３６
（３２）

１３
（１４）

�代金回収悪化 ５
（４）

１
（２）

－
（２）

－
（－）

－
（３）

３
（－）

７
（６）

４
（３）

１８
（１３）

８
（５）

－
（－）

－
（－）

１１
（９）

�その他 ３
（３）

３
（３）

２
（２）

－
（５）

－
（－）

８
（６）

３
（３）

２
（３）

５
（５）

－
（５）

３
（３）

－
（５）

７
（２）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１７年
１０～１２

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１７年
１０～１２

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１７年
１０～１２

１８年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △１２ △１０ △１０ △４ １ △２０ △２４ △１７ △１６ △９ ２９ ２７ ３４ ３３ ２４（２４）

札幌市 △５ △４ △８ △３ １ △１３ △１２ △１０ △１０ △８ ３２ ３１ ３７ ３７ ２７（２４）

道 央 △１０ △１１ △７ △１ △３ △２７ △３０ △２１ △１２ △１０ ３０ ２３ ３０ ３０ ２４（２８）

道 南 △１２ △１１ ０ △２１ △８ △２９ △４０ △１３ △２４ △２４ ２３ ３５ ３２ ３６ １０（３９）

道 北 △１６ △１６ △１６ △２ １１ △８ △２７ △１９ △２１ △１ ２８ ２９ ３７ ３３ ２７（２１）

道 東 △２９ △１９ △１７ △６ ３ △３３ △３２ △３１ △２６ △１０ ２６ ２１ ３５ ２７ １７（１９）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では道内企業の業況は改善しました。持ち家を中心に住宅着工が堅調なことや

道央圏を中心に来道客数が増加したことなどがプラス要因となりました。引き続き見通しに

も明るさがみられます。しかし、原油価格の高止まりに伴う原材料価格の上昇分を販売価格

に転嫁できない企業が多く、明確な回復には至っていません。そのため、新製品開発に力を

注いだり、本州方面への営業強化、提案型渉外の実施など積極的な経営姿勢に転じ、業績の

回復を図ろうとする企業が目立ちました。

以下に、企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

●＜昆布珍味製造業＞ プロパンガスや砂糖

などの値上げ対策として、乾燥を必要としな

い商品や糖分を引き下げた商品など、新製品

の開発に力を注いでいる。

●＜豆腐類製造業＞ 売上、利益ともに増加

している。この機を逃さないためにも早急に

生産能力を上げる必要があり、新商品発売に

向けて設備を購入予定。さらに本州量販店へ

の出荷を増強するため、輸送コストの低減策

を検討中である。

●＜冷凍食品製造業＞ 将来的な人手不足を

見込んで、さらに合理化の必要がある。過疎

化、高齢化による人員不足が当面の問題であ

る。

●＜食肉加工業＞ 売上・収益とも計画通り

の水準を維持している。今後は原料価格が高

騰しているため、販売価格を値上げするとと

もに、新製品を投入する。

●＜機械製造業＞ 原油価格が安定しない状

況の中、冬は暖房用灯油が必要となる。必然

的に製造コストが上がり、利益が目減りす

る。

●＜建築用製材業＞ 原材料である輸入原木

の入手が困難となり値上がりは避けられない

ため、道産材へのシフトを急ぐ。

●＜産業機械製造業＞ 本州方面への営業展

開が効果を上げ、売上は前年度を上回る。引

き続き営業を強化するとともに、異業種との

交流により自社商品開発にも力を向ける。

●＜コンクリート製品製造＞ 公共工事の減

少を予想し東京に進出した。北海道での減少

分を関東で補う体制になりつつある。

●＜印刷業＞ 官公需が激減し、民間需要も

低調であるため、価格競争が激化している。

独自の技術と体制で首都圏の受注に全力を上

げている。

●＜総合建設業＞ 原材料（生コン、鉄筋、

鉄鋼など）が上昇するのはやむを得ないが、

価格転嫁が難しく、公共事業の縮小も重なり

建設業界は再編が急増する。

●＜住宅建築業＞ 資材は値上がりしている

が、業者間の競争が激しいため分譲住宅の販

売価格は低下している。

経営のポイント

業績回復に向け積極的な経営姿勢
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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●＜建設業 ２社＞ 公共工事の減少により

受注価格の低迷が続き、落札しても赤字にな

るケースもある。道内の建設業界全体の傾向

であり、諸経費を抑制しながら売上の増加を

図る。

●＜消防施設工事＞ 建設関連の受注単価は

低下している。しかし病院、デパートなどの

仕事が増加しており、景気が上向きになりつ

つあるように感じる。

●＜建設業＞ 民間住宅、民間工事が少し上

向いてきたが、競争が激しく採算ぎりぎりの

物件が多い。今後は資材の一括購入、現場担

当者の工程管理教育、近接現場での協力体制

強化などを図る。

●＜建設業＞ 建売住宅は３千万円を超える

と完売までに時間を要す。また５億円程度の

賃貸マンション建設は大手ゼネコンとの競合

が厳しい。

●＜管工事業＞ 官・民とも売上の減少に加

え競争が激しく、適正価格での受注が崩れて

いる。特に民間工事については見積価格の半

値という厳しさで赤字受注を求められる。

●＜建設業＞ 公共事業の投資削減策の煽り

を受け、官庁工事の建築・土木共に不調であ

る。民間の一棟売りマンション建築・販売で

カバーしており、売上は横ばいである。顧客

ニーズはマンションから戸建住宅に回帰する

と想定している。

●＜住宅リフォーム業＞ 昨年同時期はリフ

ォームトラブル報道で売上が極端に低迷して

いたが、今年度は新築や大型リフォームの依

頼も増えてきている。ただ、更なる合理化・

経費の削減を図らなければ、黒字転換は難し

い。

●＜マンション分譲業＞ 建設資材の価格が

高止まりしているうえ、マンションに適した

土地は値上がりしている。販売価格に一部転

嫁したため、影響が懸念される。

●＜分譲住宅販売業＞ 分譲マンション用地

の価格が上昇してきたが、地価と金利の上昇

分を価格転嫁することは難しく、収益圧迫の

要因となる。また、戸建住宅の建設に回復の

兆しがあり、ハウスメーカーからの照会も増

えている。前年から宅地造成を新規に行い、

供給量を増やしているが応えきれない。次年

度は造成区画数を引き上げる予定である。

●＜紙卸業＞ 道内の景気回復の遅れと市町

村農漁協の合併から印刷需要が急激に減少

し、価格競争が激化した。さらに原油高によ

る諸資材等の値上げで、業界は格段の努力と

工夫が必要である。

●＜土木建築資材卸＞ 木材の入手が難しく

なり、原材料の値上がりが目立っている。今

後、値上がりよりも入手出来なくなったら大

変である。

●＜ガソリンスタンド＞ タイヤ販売等に力

を注ぎ利益の回復を図りたい。また金利の上

昇が予想され、売上アップも見込めないた

め、さらなる経費の圧縮をする。

経営のポイント

― １３ ―
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●＜LPガス・灯油販売＞ 原油価格の急激

な高騰および価格の高止まりに加え、オール

電化住宅などの攻勢もあり燃料業界は厳しさ

を増している。またガス器具事故の影響も懸

念される。今後はクリーンなエネルギーの供

給および住まいに関する全ての提案渉外を実

施し、機器の販売比率を高める。

●＜コンビニエンスストア＞ 本部の意向も

あり、シニア向けの店づくりをする。

●＜コンビニエンスストア＞ 地元の胆振地

区は、企業の活況などからビジネスホテルは

満室状態である。宿泊客が１日５０～６０人来店

し、売上が伸びている。

●＜作業用品店＞ リニューアルした店の売

上が特に好調である。今期は既存顧客重視の

戦略をたて、一般向けのほかに主要顧客向け

の情報紙を創刊する。

●＜寝具製造販売＞ 地方では人口の減少が

不安材料である。インターネット販売は今の

ところ大きな成果はないが、研究して伸ばし

たい。

●＜道産品小売業＞ 通信販売は前年比２０％

アップで推移している。競争が激しくなって

いるために、常に新鮮なサイト作りを心がけ

なければならない。

●＜スポーツ用品店＞ 札幌と札幌以外の都

市との格差が広がっていくと思う。今後は専

門色をより強めた店づくりをしながら、セー

ルスやイベントも継続的、定期的に行う。

●＜農産物運輸業＞ 公共事業の減少、同業

者の増加による競争の激化に加え、燃料費の

増加が大きく収益を圧迫している。今後は、

収穫から発送までの一貫輸送を手がけて収益

の増大を図る。

●＜一般雑貨輸送＞ 輸送効率の改善により

売上が増加している。また経費の大幅な削減

により計画以上の成果がでている。今後も荷

主との信頼関係の強化および運賃交渉の継続

により売上の増加を図る。また各車両の管理

を徹底させコスト削減および事故防止策を推

進する。

●＜商品自動車輸送業＞ 新車、中古車とも

に販売が鈍り売上が伸びない。燃料費の値上

がり分を運賃に価格転嫁できるように努力し

ているが、過当競争によりなかなか値上げが

出来ずに利益が減少している。荷主への要請

を続け、早急に運賃を改訂したい。

●＜運送業＞ 平成１７年度より加工用農産物

輸送の合理化を進めるために、トレーラー車

体の研究開発を別会社と共同で進め、１８年８

月より本格輸送を開始した。荷主から高評価

を得てスタートした。

●＜観光ホテル＞ 知床・旭山動物園効果に

より、入り込み客が増加している。このブー

ムがいつまで続くか先が見えないためサービ

ス向上を目指しているが、なかなか効果が上

がらない。今後は冬場の商品開発に努める。

経営のポイント

― １４ ―
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●＜都市ホテル＞ 単価アップにより少しず

つ売上が増加している。しかし、周辺ホテル

との競争も激しく、業界全体で対応を考える

必要がある。

●＜都市ホテル＞ レストラン売上は、近隣

の飲食店との競合等で伸び悩んでいるが、一

般宴会は好調が続いている。売上増を図るべ

く、スペース拡張を検討している。

●＜都市ホテル＞ 団塊世代の退職が来年よ

り始まる。その方々がどのような余暇の旅を

過ごすか、そのためにどのような環境を整え

るべきか、など「シニア層の余暇社会」につ

いて観光・旅行業界の適切な対応が求められ

る。

●＜都市ホテル＞ 全国的な傾向であるが、

婚礼は件数の減少と小規模化で売上が低下し

ている。

●＜レジャー施設＞ 競合店対策として増床

や新規事業であるインターネットカフェの拡

大を進める。

●＜自動車販売整備業＞ 老朽化していた板

金塗装工場を新築し、設備も更新したが人材

確保が難しい。生産性を上げ売上を確保した

いがなかなか出来ない。

●＜自治体向ソフトウェア開発＞ 売上・利

益ともに伸びているが、販売単価は下落して

いる。付加価値をアピールするなど品質の違

いを前面に出し、他社との競争に勝たなけれ

ばならない。しかしマーケットは縮小傾向に

あり、道外進出を考え積極的に道外業者との

協業を進める。

●＜ソフトウェア開発＞ 業界全体として技

術者が不足している。人材派遣などを活用し

たい。

●＜建設機械リース業＞ 売上に占める東京

のシェアが上がっている一方で、道内の売上

は減少している。

経営のポイント

― １５ ―
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はじめに

平成１７年４月、道民の悲願であった北海道新幹線の工事実施計画（新青森・新函館間）が認可

された。その後、本年１月には渡島当別トンネルの掘削が開始され、また６月には新幹線用のレ

ールが函館港に陸揚げされるなど、北海道新幹線の工事は順調に進展している。

さらに１０月からは、札幌延伸に向けた事前調査として、着工されれば区間最長のトンネルとな

る桧山トンネルのボーリング調査が実施されるなど、延伸に向けた動きも出始めている。

しかし一方で、新幹線建設のライバルとされる北陸地方でも、北陸新幹線延伸に向けた活動が

活発に行われており、一部には「北海道より北陸の動きのほうが進んでいる」との指摘もある。

そこで本レポートでは数回に分けて、新幹線が道民の生活をどのように変えていくのか、住民

にはどのようなメリットがあるのか等の視点から北海道新幹線の札幌延伸を考えたい。

第１回目の本号では、今なぜ札幌延伸が必要なのか、新幹線の特長やメリットはどのような点

にあるのか、新幹線はどのような変化をもたらすのかなどについて、データを基に検証する。

１．今、なぜ北海道新幹線の札幌延伸が必要なのか

ではまず、なぜ今、新幹線の札幌延伸を訴える必要があるのかを考えてみる。

� 札幌延伸によって経済的効果が高まる

北海道新幹線の札幌延伸を考えるとき、まず考慮する必要があるのは「札幌延伸が実現すれ

ば、北海道民はどの程度、経済面で豊かになるのか」という点である。

図１は北海道新幹線建設中の経済効果を新青

森・新函館間と新函館・札幌間に分けて比較し

たものである。札幌延伸が実現すれば、概ね１０

年と言われる建設期間を通じて、約１兆９千億

円におよぶ経済的な効果が生まれることがわか

る。

さらに図２は開業後の経済効果を同じく比較

したものである。これによると札幌開業後の経

済的効果は、新函館まで開業の場合と比較して

約１２倍の年間１，４４３億円に上る。

ここで、新幹線札幌延伸にかかる地方の建設

負担を懸念される向きもあろう。しかし現在の

財源スキームでは地方の実質的な建設負担は約

２，０００億円である。つまり開業後の経済効果１

年半分に満たないものであり、北海道新幹線の

投資効果は極めて良好と言える。

北海道新幹線の経済的な効果は高く、且つ「札

幌延伸によって効果は数倍になる」のである。

シリーズ：提言

北海道新幹線札幌延伸に向けて（１）
～ なぜ新幹線が必要なのか ～

図１．建設期間中の経済効果比較（北海道分）

※ 当行試算

図２．開業後の経済効果比較（北海道分）

※新函館まで開業の場合については、北海道経済連合会委託により野村総合研究所が試算
※札幌まで開業の場合については、北海道経済連合会委託により北海道２１世紀総合研究所が試算

― １６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２４／本文／０１６～０２２　レポート  2006.10.20 17.14.06  Page 16 



84.3%

84.0%

93.9%

15.0%15.0%

15.5%15.5%

0.7%

0.5%

0.3%5.8%5.8%

� 今後の新幹線建設財源は減少する可能性がある

一方で、新幹線建設財源は今後どうなって

いくのであろうか。図３は新幹線建設財源の

現状と今後について考えたものである。現在

は本州JR各社への既存新幹線※１譲渡収入の一

部（年間７２４億円）が新幹線整備財源として

活用されている。しかしこれは有限のもので

あり、平成２９年上期をもって財源としての利

用はできなくなってしまう。またさらに、既

に決定した区間の整備財源として、平成２９年

上期に受取る部分までの前倒し利用が予定されていることから、事実上は今後の新幹線整備財

源としては新幹線譲渡収入が期待できない状況にある。

これに対して、JRへの整備新幹線※２貸付料は将来的に財源算入が可能であるものの、新幹線

譲渡収入に代わる規模ではないことから、現在では新しい財源を捻出すべく様々な案が検討さ

れている。しかしどれも検討中の段階であり、最悪の場合、今後は新幹線の整備財源が大幅に

減少することになる。

すると、これまで数路線を同時に整備してきた新幹線も、今後は同時着工が難しくなる可能

性がある。

� ライバル北陸地方の動向

では新幹線整備においてライバルとなる北

陸地方の現況はどうか。図４は富山県におけ

る北陸新幹線の認知度を調査したものであ

る。これによれば、９割以上が北陸新幹線の

開業時期を理解しているほか、東京までの所

要時間・ルートなどについても８割以上が「知

っている」と回答しており、北陸地域では新幹

線に関する関心が非常に高いことがわかる。

加えて福井県では、小学生・中学生を中心

に新幹線に関する図画やメッセージを募集して、JR福井駅構内のタイムカプセルに新幹線開

業まで保管しているほか、その図画等を記念誌として発行し、北陸新幹線のPR活動に利用す

るなど、官民を挙げた運動を展開している。

北陸新幹線の認可申請済（未着工）区間の工事費は総額で８，５００億円となっており、上記�
で説明した財源問題を考えた場合、これら北陸全線の工事が認可されれば、北海道新幹線の札

幌延伸（工事費１兆８００億円）は大幅に遅れをとるか、実現が難しくなる可能性がある。

図３．新幹線建設の財源

図４．富山県における北陸新幹線の認知度

※富山県「未来とやま戦略アクションプラン」による

※１ 東海道・山陽・上越・東北（盛岡まで）の新幹線各区間。
※２ 整備新幹線とは全国新幹線鉄道整備法に基づき、昭和４８年に運輸大臣によって決定された整備計画に定められている、北海道・東北（盛

岡・青森間）・北陸・九州の各新幹線を指す。

シリーズ：提言
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� 建設区間見直し時期が迫る

さてここまで、北海道新幹線の経済効果は札幌延伸によって数倍になること、しかし新幹線

整備の為の財源は厳しくなっていること、ライバルの北陸地方も懸命な活動を実施しているこ

となどを述べてきた。

では、新たな建設区間の検討が始まるのはいつ頃なのだろうか。平成１６年の「整備新幹線の

取扱いについて 政府・与党申合せ」に明確な記述は無い。しかし現在有力視されているのは

福井駅工事が終了する平成２０年度頃とのことであり、そうすると残された活動期間はここ１～

２年となる。

北海道新幹線がもたらす経済的な効果を最大化するためにも、また限られた財源の中で札幌

延伸を実現するためにも、今こそ官民が一体となって「北海道新幹線を札幌まで！」と声を高

くしていかなくてはならないのである。

２．新幹線の特長・メリット

つぎに新幹線の特長をデータから整理してみる。

� 各地への所要時間が短縮される

新幹線の高速性に関しては既に様々なデータ

が提供されている。そこでここでは、現在試験

走行中の新幹線車両（最高速度３６０�/h）が実
用化された場合の、札幌と各地の所要時間を現

状と比較してみる。（図５）

すると図表に例示した区間では、仙台以北に

関して所要時間が短縮されることがわかる。ま

た札幌・東京間に関しても、飛行機利用の場合

に若干のアドバンテージがあるものの、その差は１５分程度まで短縮される。

過去に東京・博多間の新幹線での所要時間が開業時と比較して２時間近く短縮されてきたこ

とや、すでに新型車両が３６０�/h以上の速度で試験走行していることなどを考えれば、札幌・
東京間を３時間台で結ぶことは十分可能であり、北海道と本州の移動手段は大別して２つの選

択肢ができることになる。

� 移動中の自由時間が多くなる

さて次に時間の質、つまり移動中自由に使え

る時間の長さについて考えてみたい。図６は札

幌・東京間を飛行機で移動した場合と新幹線で

移動した場合について、乗車区間毎に区切って

表示したものである。

新幹線では東京に到着するまでの間、約４時

間全てが自由な時間となる。４時間あればひと

仕事を行うこともでき、また読書や睡眠にして

図５．各地への所要時間の変化

※新幹線札幌開業後の所要時間は北海道経済連合会委託により北海道２１世紀総合研究所が試算
※現在の所要時間はlivedoor路線案内による最短所要時間

図６．札幌～東京間の移動中自由時間

※飛行機利用の時間はlivedoor路線案内の最短時間のケースによる
※新幹線利用の所要時間は北海道経済連合会委託により北海道２１世紀総合研究所が試算

シリーズ：提言
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も十分な時間が取れる。

対して飛行機利用の場合、全行程約３時間４０分のうち、最長自由時間は飛行中の１時間半の

みである。これでは仮に仕事を行うとすれば十分とはいい難い。

このように所要時間に大きな差はなくても、時間の質に関しては新幹線移動にアドバンテー

ジがある。

� 移動がより快適になる

つぎに移動する際の快適度に関しても比較を試

みた。図７は札幌から東京に移動する際の上下運

動を視覚化したものである。新幹線利用の場合は

１階分上るだけで東京まで到着するのに対し、飛

行機利用の場合は何度も上下の移動を繰り返す必

要がある事がわかる。

したがって、高齢者や体の不自由な方の移動は

もとより、小さな子供を連れた家族や大きな荷物

を抱えた旅行者にとっては、新幹線で移動するほ

うが快適であるといえよう。

また新幹線の座席間隔（ピッチ）は約１メート

ル前後であるのに対し、飛行機の国内線の通常座

席の間隔は８０センチ前後と、足元の余裕に２０センチ近い差がある。よって移動中の快適性につ

いても新幹線に分がある。

� 大量輸送・臨時列車によって繁閑の差を吸収できる

新幹線の大きな特徴のひとつに大量輸送が可能であることや、臨時列車によって繁閑の差が

吸収できる点がある。

右表は新幹線と航空機の１回あたり輸送力を

比較したものであるが、新幹線は最大で航空機

の３倍近い輸送能力があることがわかる。加え

てダイヤの調整によって繁忙期には臨時列車を走らせることも容易であるため、たとえば北海

道観光の繁忙期である夏場に臨時ダイヤを組むことによって、今までチケットが取りにくいと

いう理由で北海道に来ていない、潜在的な観光客を取り込むことができると考えられる。

� 旅費が安くなる可能性がある

さらに大量輸送や繁閑の差を吸収し

やすいという新幹線の特長は、北海道

と各地の旅費を安くする可能性がある。

右表は移動距離が同程度の東京・広

島間および東京・函館間の旅費を比較

したものである。広島路線と函館路線

新幹線
（E４系・１６両編成）

航空機
（ボーイング７４７－４００D）

最大定員 １，６３４ ５６９

東京～広島
（４１４マイル）

東京～函館
（４２４マイル） 広島便・函館

便の料金最大
差異新幹線

（のぞみ・指定）
ANA JAL ANA JAL

通常期 １８，５５０１４，５６３１４，３５７２２，０００２１，０００ ７，６４３
繁忙期 １８，７５０１８，６３８１８，５５７２９，７００２９，７００ １１，１４３

通常期と
繁忙期の差異

２００ ４，０７５ ４，２００ ７，７００ ８，７００

図７．札幌～東京間を移動する場合の上下移動
（モノレール利用のケース）

※当行調べ

（単位：人）

※当行調べ

（単位：円）

※ 各料金は公表時刻表より作成。なお通常期は本年７月１４日・繁忙期は同８月１４日の設定を用いた
※ 東京～広島の通常期航空運賃は、ANA：ピカ夏旅割・JAL：スーパー特便割引の平均値とした
※ 東京～広島の繁忙期航空運賃は、ANA：特割１・JAL：特便割引１の平均値とした
※ 東京～函館の通常期航空運賃は、ANA：ピカ夏旅割・JAL：スーパー特便割引の平均値とした
※ 東京～函館の繁忙期航空運賃は、ANA・JALともに割引設定が無く、通常料金とした

シリーズ：提言
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は客層（ビジネス客の割合など）が異なるため単純には比較できないが、少なくとも飛行機の

函館路線は客観的に割高である。加えて繁忙期と閑散期の料金格差も大きくなっている。

この１つの原因として考えられるのが新幹線の有無である。新幹線はその特性から繁閑の料

金差は小さい。したがって広島路線など新幹線と競合する飛行機の運賃もこれに合わせざるを

えなくなる。このような競争原理が働くことによって、北海道と全国各地の旅費は引き下げら

れる可能性がある。

そうすれば北海道旅行は全般的に割安となるほか、現在と同じ料金でも旅館などの取り分が

増加し地場企業が潤うことになる。このほか観光客も自分の支払った料金に見合うサービスや

料理の提供を受けることができ、北海道観光全体のイメージアップにも寄与するものとなる。

� 東北などからの観光客入込みが増加する

飛行機は都市間を点で結ぶ。これに対して新

幹線は都市間を線で結ぶことができる。すると

今まで交流の少なかった地域とのつながりが増

えることが考えられる。

図８は東北地方からの観光客入込みが新幹線

札幌駅開業後でどのように変化するかを予想し

たものである。これによると新幹線が札幌まで

開業することによって、１年間に東北から訪れ

る観光客は、現在の約１．５倍にあたる６１万人に

達すると予想される。

� 環境にやさしい

新幹線のもう１つの特長は「環境にやさし

い」という点である。

図９は飛行機と鉄道が１人を１�運ぶ際に排
出する二酸化炭素の量を比較したものである。

鉄道が排出する二酸化炭素は飛行機の約１／６

となっており、仮に札幌・東京間を往復する場

合で考えると、新幹線を選択すれば１往復で１

人あたり約１４３kg－CO２の削減が可能となる。

現在、環境省が中心となって進めている地球温暖化対策では、冷暖房の温度を１℃調整する

ことにより、１世帯あたり約３１kg－CO２／年の削減が可能とされているが、仮に新幹線が札幌ま

で開業した結果、新幹線利用者が増加し、札幌・東京間の飛行機が往復各１便減少したと仮定

すると、年間で約６７万世帯が冷暖房調整を１年間行ったのと同様の効果が得られる計算になる。

京都議定書採択の際の議長国として、二酸化炭素削減への取り組みは国家的にも重要なテー

マであり、物流モーダルシフトのインフラ整備と同様に、新幹線整備は環境面から見ても必要

と考えられる。

図８．東北地方からの観光客入込み数の変化

※平成１７年度入込みは道庁「北海道観光入込客数調査」および「平成１４年度来道観光客動態調査」より推計
※北海道新幹線札幌開業後の入込みは国土交通省「第３回全国幹線旅客純流動調査」および北海道経済連
合会委託による北海道２１世紀総合研究所調査「北海道新幹線延伸に伴う効果と地域の課題」より推計

図９．二酸化炭素排出量の比較
～１人を１km運ぶのに排出する量

※交通エコロジー・モビリティ財団「運輸・交通と環境」による

シリーズ：提言
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３．新幹線のもたらす変化

過去、新幹線が整備された地域では様々な変化が生まれている。そこで本項では新幹線が札幌

まで延伸した場合に予想される変化を考えてみる。

� 生活圏が広がる

図１０は北陸新幹線が長野まで開業した後

（平成９年１０月開業）の、新幹線定期券の発

売実績を示したものである。新幹線を利用し

て日々の生活を送る人々が毎年増えている様

子が読み取れる。実際、近年の長野県全体の

人口は横這いであるのに対し、新幹線が開業

した軽井沢町の人口は開業から現在に至るま

での間に約１２％の伸びを示しているほか、軽

井沢駅から首都圏へ通勤する人数も、約５００

名に上るといわれている。

このように新幹線は生活圏を広げる効果があるといえる。したがって札幌まで新幹線が延伸

した場合、仮に通勤圏を１時間以内と定義するなら、道南の各地も札幌の通勤圏となる。

� 観光動態が変化する

また新幹線は観光動態の変化をもたらす可能性がある。図１１は東北新幹線八戸駅開業後（平

成１４年１２月開業）の青森県への県外観光客入込みおよび主要イベントの入込み推移を示したも

のである。

まず県外からの観光客推移

を見ると、開業翌年は大幅な

増加を見せ、その後入込みは

落ち着きをみせている。とは

いえ、平成１７年の実績でも、

開業前と比較して１２０％以上

の入込みを確保しており、新

幹線開業効果が持続している

ことが確認できる。

加えて主要イベント（入込
たち ね ぶ

み数１，０００千人以上のイベント）の入込み推移を見ると、弘前さくらまつり、五所川原立佞武
た

多、八戸三社大祭など、新しいイベントの核が誕生したことがわかる。特に弘前さくらまつり

は、桜の開花時期がゴールデンウィークに重なることもあって、新幹線開業前と比較すると４

倍以上の入込みを確保し、今では県下有数の祭りとなっている。このように、今まで埋もれて

いた観光資源も新幹線開業によって一気に開花する場合もあるほか、注目すべきはイベント開

催地が必ずしも新幹線沿線ではないという点である。

H１４年 H１５年 H１６年 H１７年
青森県全体での県外観光客入込み総数 １０，５７６ １６，０４３ １３，４６４ １３，０９４

図１０．新幹線通勤・通学定期発売実績

※JR東日本 長野支社による
※発売実績はJR東日本長野支社管轄地域での発売分である

図１１．青森県下主要イベントの入込み推移

（単位：千人）

※青森県「観光統計概要」による

シリーズ：提言

― ２１ ―
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したがって観光資源のポテンシャルや企画次第では、新幹線が新たな観光需要を喚起する可

能性があるほか、新幹線が都市間を高速、かつ点ではなく線でつなぐ特性を持っていることを

考えれば、広域の観光動態が生まれるといえよう。

例えば新幹線が札幌まで延伸した場合、初日に十和田と函館を観光し、２日目に旭川で旭山

動物園を見学するというような観光プランも十分に成り立つと考えられる。

� 交通体系が変化する

また新幹線の札幌延伸は交通体系の変化をもたらす可能性がある。例えば千歳・羽田便が減

少すれば、海外便を増便できるほか、海外との航空物流の拠点を作ることも検討できるのでは

ないか。また羽田空港の開いた離発着枠を、需要の大きいその他の道内路線に振り分けること

が可能になるかもしれない。さらに丘珠などの空港は新幹線利用客が道内各地に移動する際の

手段を提供できるほか、秋田や新潟・北陸などへの足を提供する拠点ともなりうる。

このように新幹線の札幌延伸は道内の交通体系を大きく変化させ、全道的な経済効果を生む

きっかけになる可能性がある。

さて本号では、北海道新幹線がなぜ必要なのかという点について、全体的な視点で論じてき

た。そこで次号以降は、北海道新幹線建設が予定されている沿線市町村の延伸に向けた現在の取

組み状況や、新幹線を核としたまちづくりのプラン、またそこに住む人々のメリットや暮らしが

どのように変化する可能性があるのかなどについて、より具体的に考えてまいりたい。

シリーズ：提言

― ２２ ―
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先般施行された会社法においては、「会計参与」という新しい役職が導入された。前月号

の「調査レポートNo．１２３」でも触れたとおり、今後新会社法と同時期に公表された「中小

企業の会計に関する指針」の処理に従った決算書を作成する中小企業は増加していくものと

思われるが、それを会計の専門家として適正な処理を会社に実施させる役割を担うのが会計

参与である。制度導入の歴史的経過を踏まえつつ、その具体的な仕組みについて説明する。

１、会計参与制度導入の背景

旧商法の時代から資本金５億円以上または負債総額２００億円以上のいわゆる大会社について

は、公認会計士または監査法人が会計監査人として決算書の適否について意見を述べる制度があ

る。この制度により、大会社については概ね会社の事態を正確に処理しているものと推察され

る。しかしながら世の中に存在する会社のうちこの大会社の範疇に入るものはごく一部である。

世の中に出回っている決算書というのは税務の逆基準性により必ずしも企業の実態を正確に表す

処理を行っていない、というのは前月号でも触れたところであるが、いわゆる大会社以外の会社

については、将来株式上場を目指すような会社を除き適切な会計処理がなされていないというの

が現実であった。

このことについての問題意識は従前からあったが、大会社に求められているような監査を全て

の会社に求めることは、中小企業にとっての監査費用負担の問題、税理士と公認会計士の職域問

題から無理があるところであった。昭和６１年５月には「商法・有限会社法改正試案」において、

中小企業の計算の適正を担保する制度として「会計調査人制度」が提示された。これはいわゆる

「正規の監査」よりは限定された内容を、会計の専門家である税理士・公認会計士が「会計調査

人」として調査を行うというものであった。ここで会計調査人は、調査を通じて商法に即した会

計帳簿並びに貸借対照表及び損益計算書が作成すべき相当の注意義務を負い、この場合の心証の

程度は、会計監査人監査よりは信頼度において低く「一応の確からしさ」でよいものとされた。

しかしながらこの制度は公認会計士協会からは「監査の水準は唯一であり、正規の監査以外はあ

りえない」として、また中小企業団体からは負担が過重になることから反対の意見が強かった。

また税理士会においても賛否両論があり、結局この制度は平成２年商法改正からは除かれること

となった。

以上のような経緯を踏まえ、今般の会社法制の現代化においては第三者が決算書の適正性を担

保するというのは従前と同様会計監査人のみが行うものとし、新たに会計参与制度を導入した。

経営のアドバイス

会社法改正の激震
～会計参与制度の導入～

北斗税理士法人 代表社員

公認会計士・税理士 石川 信行
北海道大学会計専門職大学院 実務家教員（教授）
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２、会計参与とは

（１）会計参与の目的と機能

会計参与制度は、①税理士及び公認会計士という会計に関する専門的識見を有する一定の資格

者が就任することを前提とし、②株式会社の内部的機関でありつつも、内部の他の機関から独立

性を有し、③決算書の取締役との共同作成、それに係る株主総会における説明、④決算書の株主

・債権者への開示等の対応を通じて、決算書の記載の正確さに対する信頼性を高め、株主・債権

者の保護及び利便に資することを目的とするものである。以下それぞれの項目について説明する。

（２）会計に関する専門的識見を有するもの

会計参与の資格は税理士（税理士法人を含む）または公認会計士（監査法人を含む）とされて

いる。ここで注意していただきたいのは、税理士はあくまでも「会計」に関する専門家として、

会計参与に就任する、ということである。従来から税理士は「税務」の専門家として多くの中小

企業の法人税等の申告書を作成してきている。法人税等の申告書を作成するためには当然決算書

が必要となるため、密接不可分なものとして多くの場合「決算書の作成→申告書の作成」の一連

の業務を税理士は指導助言する。税務の専門家として作成する申告書の所得と会計の専門家とし

て作成する決算書の利益というものはその目的が違うことから、当然に別の数値になるのである

が、税務の逆基準性により決算書の利益は税務の所得を意識した数字となりがちである。会計参

与の作成する決算書というのはこのような税務の逆基準性の影響を受けないものとなるであろ

う。具体的には企業会計原則及び財務諸表等規則もしくは「中小企業会計の会計に関する指針」

にしたがった決算書が作成されることになる。

（３）会社の機関である

会計参与は会社の機関であるため、株主総会の決議で選任される。選任されると会計参与を設

置した旨、当該会計参与の氏名または名称は登記事項として取り扱われることになる。したがっ

て会社の登記簿謄本を入手すると会計参与設置会社か否か、設置会社の場合の会計参与の氏名が

明示されることになる。会計参与の任期は、取締役の任期と同様の規律に従うことになるため、

原則として２年であるが、株式譲渡制限会社については定款によって１０年まで伸張できる。

（４）決算書の取締役との共同作成

会計参与は取締役と共同して決算書を作成し、さらに会計参与報告を作成することを職務とす

る。決算書を「共同して」作成するということは、取締役と会計参与の共同の意思に基づいて決

算書を作成することであり、両者の意見が一致しなければ決算書は作成できないということにな

る。したがって会計参与設置会社では取締役と会計参与が共同して作成していない決算書は本来

無効であり、定時株主総会には提出できない。なお、会計参与が取締役と意見を異にし、決算書

を作成することができない場合は、会計参与を辞任するか、辞任せずに意見を異にした事項等に

ついて株主総会において意見を述べる等の対応をとることになろう。
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（５）決算書の株主・債権者への開示

会計参与はさきにも述べたように会計参与報告を作成し、株主・債権者に対し情報提供を行

う。さらに会計参与は、会社とは別に決算書及び会計参与報告を、当該会計参与が定めた場所に

保存する義務がある。この定められた場所については、株主・債権者に知らせる必要があるた

め、登記事項とされている。会計参与設置会社の株主及び債権者は、原則として会計参与設置会

社の営業時間内であればいつでも決算書の閲覧等を請求することができる。これらを通して会社

においての虚偽記載や改ざん等の不正行為を防止する機能を果たすことにもなり、その開示をよ

り適正なものとすることが可能となる。

３、今後の流れ

以上をまとめると会計参与の機能としては次の２点にまとめられる。

①特に、会計監査人の設置されていない中小会社において、決算書の作成を税理士・公認会計士

が取締役と共同で作成し、開示する職務を担うことにより、取締役による決算書の虚偽や改ざん

を抑止し、決算書の記載の正確さに対する信頼性を高めること。

②専門家が決算書の作成に関与することにより、取締役の決算書の作成や株主に対する説明の労

力が軽減され、取締役が経営に専念することができること。

会計に限らず世の中は大きく変化している。そのひとつに社会の事前規制型から事後監視型へ

の移行というものがある。これは従来の参入する際の審査等を厳しくするという態度から、参入

時点でのハードルは低くし、その後は事後の監視を通じて当事者及び利害関係者はいわゆる自己

責任で対応するという考え方への変化である。この考え方は今般の会社法改正でも背景にある。

すなわち最低資本金制度の廃止や設立手続きの一部簡素化等は会社の設立に対するハードルを低

くした結果である。それとともに、今後は事後監視という観点から会社の開示に対する要求は高

いものになっていくと思われる。現在実質上機能していないといわれる決算公告制度が存続した

理由もこの事後監視を適切に行うためといわれている。また、開示される決算書についても「中

小企業会計指針」というものを制定し、比較可能で適正な決算書の概念を明確に打ち出した。そ

してその作成を担保するものがこの会計参与制度である。会計参与が設置されているということ

は会計の専門家が決算書の作成を共同で行ったということであるから当然に「中小企業会計指

針」が遵守された決算書が作成されていることとなる。中小企業においても、従来どおりの開示

を積極的に行わない閉鎖的な会社と、会計参与を設置し決算の透明性を高めて決算書に対する信

用を高めようとする会社の二極化がすすむであろう。
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監 査 役�
（監査役会）�

株 主 総 会 �

株主・債権者�

会計監査人�

公認会計士�
監査法人�

税理士�
税理士法人�監査契約�

（会計監査）�

監査�
（法３８１条１項２項）�

外部監査�

（会社の業務執行）�

（定款に設置の定め、登記）�
取 締 役�
（取締役会）�

会計参与�

共同作成�
（法３７４条）�

内部監査�
原則として�
業務監査�
会計監査�

報告義務�
（法３５７条）�

監査�
（法３８１条�
１項２項）�

内部 監査�
報告義務�
（法３７５条）�

税理士�
税理士法人�
公認会計士�
監査法人�

（法３２６条�
２項�
法９１１条�
３項１６号）�

計算関係書類�
会計参与報告�
５年間備置�
（法３７８条１項）�
・開示�
（法３７８条２項）�

計算関係書類�
・本店に５年�
　間、支店に�
　３年間備置�
　（法４４２条）�
・開示�
　（法４４２条）�

税理士業務契約�
税理士法�
第２条�
第２条の２�

（法３２９条）� （法３２９条）�

閲覧交付請求�
（法３７８条２項）�

閲覧交付請求�
（法４４２条３項）�

（法３１４条）�

選
任�

選
任�

説
明
・
質
問
・
回
答�

（法３１４条）�

説
明
・
質
問
・
回
答�

計算関係�
書類�

株式会社における会計参与の役割

（役員・株主総会との関連）

※ 税理士業務契約により税理士は、民法上の責任（債務不履行責任等）を負い（民法第４１２条、
第４１５条、第４１６条、第７０９条）、会計参与は、会社法上の責任（役員としての過失責任等）を負う
（法第４２３条第１項、第４２９条第１項、第２項、第４３０条、第８４７条、第９６０条、第９６３条、第９６４条、
第９６５条、第９６７条、第９７０条、第９７６条第７号、第８号）。

日本税理士会連合会発行「会計参与制度の手引き」より引用
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９０．９ △３．６ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．０ ２．４ ９０．０ ３．１ ９０．３ ３．２

１７年４～６月 ９０．４ △４．３ １０１．１ ０．３ ９１．３ △４．０ １０３．５ ０．２ ８９．８ △０．７ ９２．３ ２．３
７～９月 ８９．６ △５．１ １００．６ △０．２ ９１．１ △４．０ １０４．１ ０．９ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０～１２月 ９０．６ △４．８ １０３．４ ３．０ ９２．３ △３．１ １０６．５ ４．２ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年１～３月 ９４．３ ０．０ １０４．０ ３．２ ９４．６ △１．３ １０６．６ ４．６ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４～６月 ９３．１ ３．７ １０４．９ ４．１ ９５．７ ５．５ １０８．８ ５．６ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８

１７年 ８月 ８９．５ △６．３ １００．９ １．４ ９０．７ △４．３ １０４．８ ３．５ ９０．１ △０．２ ９３．７ ４．１
９月 ９０．２ △１．８ １０１．１ ０．９ ９１．７ △１．２ １０４．２ １．４ ９１．１ ２．４ ９４．１ ３．１
１０月 ８９．８ △６．０ １０１．６ ２．１ ９１．０ △４．４ １０５．４ ３．７ ９０．７ ０．２ ９２．６ ２．３
１１月 ９０．９ △３．８ １０３．６ ３．４ ９２．２ △３．２ １０６．６ ４．２ ９１．１ ０．１ ９４．２ ３．７
１２月 ９１．２ △４．３ １０４．９ ３．５ ９３．７ △１．６ １０７．６ ４．４ ８９．４ △３．５ ９４．３ ５．３

１８年 １月 ９７．０ １．７ １０４．８ ２．７ ９８．５ ２．６ １０７．８ ４．４ ９０．１ △１．５ ９４．６ ３．５
２月 ９２．４ △１．９ １０３．５ ３．９ ９２．８ △２．３ １０５．６ ５．４ ８９．８ △１．７ ９４．８ ２．８
３月 ９３．５ ０．３ １０３．７ ３．１ ９２．６ △３．９ １０６．５ ４．１ ９２．７ ３．１ ９５．０ ３．２
４月 ９３．０ ０．９ １０５．１ ３．６ ９４．５ ０．９ １０９．３ ４．８ ９０．７ １．３ ９４．８ ３．０
５月 ９３．２ ６．７ １０３．７ ３．９ ９５．７ ９．７ １０７．８ ６．５ ９０．５ ２．１ ９３．４ １．３
６月 ９３．１ ３．３ １０５．９ ５．０ ９６．９ ５．９ １０９．２ ５．４ ９０．２ ０．４ ９４．０ １．８
７月 r ９３．４ ５．０ r１０４．９ ５．１ r ９４．３ ３．６ r１０８．７ ５．３ r ９１．７ ２．０ r ９３．３ ０．７
８月 p９１．７ ２．４ p１０６．９ ６．０ p９１．９ １．３ p１１１．４ ６．３ p９２．３ ２．５ p９４．２ ０．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８８，１７９ △３．０ ２１２，６０５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８９ ０．３ ６３７，４３３ △３．７ １２５，０１６ △３．２

１７年４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４２２ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６０６ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８１６ △３．８
７～９月 ２３７，５２７ △３．９ ５１，４２８ △２．４ ８３，９９６ △２．５ ２０，６０６ △０．１ １５３，５３２ △４．６ ３０，８２２ △３．９
１０～１２月 ２７０，７９２ △２．５ ５８，５４９ △０．６ ９９，７１７ △０．４ ２５，２１９ １．２ １７１，０７５ △３．８ ３３，３２９ △１．９

１８年１～３月 ２３８，１００ △２．３ ５１，２０６ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５７ ０．４ １５４，４５１ △２．６ ３０，０４９ △３．１
４～６月 ２３８，４０２ △２．６ ５１，０８６ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２４１ △１．１ １５９，８４５ △２．５ ３０，８４５ △１．３

１７年 ８月 ７６，７７６ △４．４ １６，３２４ △２．９ ２４，９２２ △４．１ ５，８２９ △１．１ ５１，８５４ △４．５ １０，４９６ △４．０
９月 ７６，１１４ △４．１ １５，８１９ △２．８ ２７，６１１ △１．７ ６，２６３ △０．２ ４８，５０３ △５．５ ９，５５６ △４．５
１０月 ８１，０４９ △４．９ １７，４８６ △３．４ ３０，０１１ △２．１ ７，２８３ △０．４ ５１，０３８ △６．６ １０，２０３ △５．４
１１月 ８０，６４８ △０．４ １７，９３２ ０．８ ２９，００８ ０．８ ７，６９５ ３．１ ５１，６４０ △１．２ １０，２３７ △１．０
１２月 １０９，０９４ △２．２ ２３，１３１ ０．６ ４０，６９７ ０．１ １０，２４１ ０．９ ６８，３９７ △３．７ １２，８８９ ０．３

１８年 １月 ８４，４１５ △２．６ １８，８４１ △２．８ ２９，５８５ △２．２ ７，７１４ △０．９ ５４，８３０ △２．８ １１，１２７ △４．１
２月 ６８，９０９ △１．９ １４，９１２ △１．９ ２３，０７３ △１．７ ５，８５０ ０．３ ４５，８３６ △２．０ ９，０６２ △３．３
３月 ８４，７７２ △２．４ １７，４５３ △０．３ ３０，９８７ △１．６ ７，５９３ １．８ ５３，７８４ △２．９ ９，８６０ △１．８
４月 ８１，００５ △２．１ １７，０４３ △０．９ ２７，０４９ △２．６ ６，７９９ △０．４ ５３，９５５ △１．８ １０，２４４ △１．３
５月 ７９，２０２ △２．９ １６，９９１ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１５ △１．２ ５３，６９５ △３．０ １０，２７５ △１．９
６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５２ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２６ △０．７
７月 r ８４，２９３ △１．６ r １９，０９２ △１．４ r ３０，１４７ △１．３ r ８，３８５ △１．４ r ５４，１４６ △１．８ r １０，７０７ △１．３
８月 p ７７，６３０ △０．７ p １６，４０７ ０．１ p ２４，００６ △０．９ p ５，７６８ △０．９ p ５３，６２５ △０．６ p １０，６３９ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２４／本文／０２７～０２９　主要経済指標  2006.10.19 18.56.37  Page 27



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ １００．０ △０．７ １００．５ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．８ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０

１７年４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ １００．２ ０．２ １００．１ △０．１ １０７．６３ １１，５８４
７～９月 １１３，１７４ △１．８ １９，６５４ △２．３ ９９．７ △０．３ １００．０ △０．３ １１１．２４ １３，５７４
１０～１２月 １０４，８８３ △３．３ １８，４６５ △３．４ １００．１ △０．４ １００．０ △０．７ １１７．２９ １６，１１１

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１３．１４ １５，４５７

１７年 ８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９９．６ △０．２ ９９．９ △０．３ １１０．７２ １２，４１４
９月 ３５，５６９ △１．８ ６，２１７ △０．３ ９９．９ △０．２ １００．２ △０．３ １１１．０６ １３，５７４
１０月 ３５，００８ △３．５ ６，１４２ △３．０ １００．１ △０．３ １００．２ △０．７ １１４．８２ １３，６０７
１１月 ３３，３４３ △３．８ ５，９２３ △３．９ １００．０ △０．５ ９９．８ △０．８ １１８．４１ １４，８７２
１２月 ３６，５３２ △３．２ ６，４０１ △３．４ １００．１ ０．０ ９９．９ △０．１ １１８．６４ １６，１１１

１８年 １月 ３２，３２０ △２．２ ５，７３９ △３．２ １００．４ ０．１ １００．０ △０．１ １１５．４５ １６，６５０
２月 ３０，０９５ △１．５ ５，３９７ △２．４ １００．２ ０．４ ９９．７ △０．１ １１７．８９ １６，２０５
３月 ３３，６２９ △２．１ ６，１７６ △２．６ １００．３ ０．１ ９９．９ △０．２ １１７．３１ １７，０６０
４月 ３２，２４８ △３．７ ５，９３７ △５．０ １００．４ ０．２ １００．１ △０．１ １１１．５１ １６，９０６
５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１４．５３ １５，４６７
６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１５．６７ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．８８ １５，４５７
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１７．０１ １６，１２８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１

１７年４～６月 ４８，０２６ ４．４ １２，１６５ △１．５ ２３，３０４ ９．２ １２，５５７ １．９ １，０９１，２６４ ８．４
７～９月 ４６，２７９ △２．３ １１，５４３ △１４．４ ２２，６５９ ０．７ １２，０７７ ６．３ １，１７１，１０１ △０．７
１０～１２月 ３７，３８３ △７．４ ９，３７２ △１６．５ １７，６５４ △６．２ １０，３５７ ０．５ １，０３５，９１３ △７．０

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６

１７年 ８月 １１，７９３ ０．２ ２，８４５ △１３．３ ５，９２０ ４．４ ３，０２８ ７．６ ２９０，７９５ △０．３
９月 １７，４６２ △０．７ ４，３０７ △１５．２ ８，３６６ ７．２ ４，７８９ １．８ ４５７，９５２ ０．４
１０月 １３，１３４ △２．４ ３，０４５ △１３．８ ６，３５６ △１．８ ３，７３３ ８．１ ３４４，５９７ △１．６
１１月 １３，４９４ △９．１ ３，３０５ △２１．５ ６，４４２ △８．８ ３，７４７ ４．９ ３６５，５７２ △６．６
１２月 １０，７５５ △１０．８ ３，０２２ △１３．４ ４，８５６ △８．２ ２，８７７ △１２．４ ３２５，７４４ △１２．４

１８年 １月 １０，４７９ △２．７ ２，５６７ △９．７ ４，９９０ △３．０ ２，９２２ ５．１ ３２５，３６４ ０．１
２月 １４，６５３ △０．６ ３，４８１ △５．３ ６，９６７ △１．１ ４，２０５ ４．５ ４４３，４９３ ０．７
３月 ３０，３２５ ０．１ ７，０２５ △１１．７ １５，０５０ △１．１ ８，２５０ １５．９ ６８８，２３４ ０．５
４月 １５，４３３ ０．８ ３，５５７ △５．６ ７，２４５ △１．６ ４，６３１ １０．７ ３１２，８４２ △５．０
５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４
６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２４／本文／０２７～０２９　主要経済指標  2006.10.19 18.56.37  Page 28



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４８８ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６

１７年４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０
７～９月 １４，６５１ ５．６ ３，３２６ ５．０ ３５３，４７８ △５．４ ３７，８５７ △３．０ ３１，３５１ ８．７
１０～１２月 １５，８９３ ３２．０ ３，２４７ ７．０ １４９，４６１ △１５．２ ３０，６１４ △２．２ ３０，３６３ ８．１

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８３７ ４．７ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３２ １５．４

１７年 ８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ ９，１９７ １３．４
９月 ５，０２３ １３．２ １，０８１ △０．２ １０５，９２２ ５．６ １４，１４９ ４．１ １３，２４８ ４．８
１０月 ６，００４ ４２．０ １，１５８ ９．１ ７２，５４０ △２２．１ １２，３７９ △１．４ ８，７１８ ８．５
１１月 ６，３６２ ５６．１ １，１１０ １２．６ ４１，４８２ △２４．５ ９，６１０ △０．９ ９，８７８ ０．２
１２月 ３，５２７ △５．６ ９７９ △０．９ ３５，４３９ ２５．０ ８，６２５ △４．７ １１，７６８ １５．５

１８年 １月 １，７８１ △１６．９ ９２９ △２．２ １３，０２１ △６．７ ６，１７５ △６．８ ８，３００ ９．８
２月 ２，１９８ △１１．５ ９７０ １３．７ １３，１４８ １２．７ ６，０５５ △８．３ １０，０９３ ８．２
３月 ３，８６８ ５５．４ ９３８ ３．３ ９９，４５１ △１３．３ １３，５２９ △１５．４ １５，９１５ △１．６
４月 ４，３４０ △５．５ １，１１３ １５．０ １５１，８３３ ８．２ １１，４０２ △１７．３ １０，２３０ １２．２
５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８
６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９９ ５．５ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１

１７年４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５７ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２
７～９月 ３，９９５ ０．２ ０．６０ ０．９７ ５．２ ４．２ １４２ ２９．１ ３，１６３ △４．４
１０～１２月 ３，００９ ２．９ ０．６０ １．００ ５．３ ４．３ １３８ １．５ ３，４３４ ４．２

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７

１７年 ８月 １，４５１ ０．１ ０．６３ ０．９７ ５．２ ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０
９月 １，２９０ ０．４ ０．５９ ０．９７ ↓ ４．２ ３６ △２０．０ ９８７ △９．４
１０月 １，１７１ ２．３ ０．５９ ０．９８ ↑ ４．５ ３８ △２０．８ １，１７１ ４．２
１１月 ８９６ ３．０ ０．６０ ０．９９ ５．３ ４．４ ５３ ３２．５ １，１１４ ４．７
１２月 ９４２ ３．７ ０．６２ １．０３ ↓ ４．０ ４７ △２．１ １，１４９ ３．６

１８年 １月 ８５６ △１．１ ０．６６ １．０３ ↑ ４．５ ４６ △１４．８ １，０４９ ２．６
２月 ８５５ △７．８ ０．６０ １．０４ ５．５ ４．２ ４８ △２５．０ １，０４４ ３．０
３月 １，００７ △０．９ ０．５１ １．０１ ↓ ４．４ ４９ △２．０ １，２５５ １０．１
４月 ８２３ ０．１ ０．５５ １．０４ ↑ ４．３ ６０ ５３．８ １，０８７ １４．９
５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０７ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０
６月 １，１５９ ３．０ ０．６２ １．０８ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６２ １．０９ － ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６３ １．０８ － ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１２４／本文／０２７～０２９　主要経済指標  2006.10.19 18.56.37  Page 29
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